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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 10,353 10,809 11,547 12,187 14,824

経常利益（百万円） 213 322 423 625 727

当期純利益（百万円） 61 175 242 317 408

純資産額（百万円） 4,067 4,162 4,334 4,577 4,877

総資産額（百万円） 8,758 9,658 9,660 10,203 10,871

１株当たり純資産額（円） 615.19 629.39 655.12 693.64 739.23

１株当たり当期純利益（円） 8.16 25.31 35.07 48.07 61.91

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 46.4 43.1 44.9 44.9 44.9

自己資本利益率（％） 1.5 4.3 5.7 7.1 8.6

株価収益率（倍） 41.5 14.7 17.0 10.9 6.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
393 9 237 699 689

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△75 151 △205 △92 △183

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△133 △66 △66 △466 △99

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
1,147 1,243 1,208 1,349 1,756

従業員数（人） 473 447 546 531 542

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第33期連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高（百万円） 10,091 10,544 11,404 10,640 13,287

経常利益（百万円） 226 295 405 541 646

当期純利益（百万円） 70 170 239 285 373

資本金（百万円） 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242

発行済株式総数（株） 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000 6,600,000

純資産額（百万円） 3,949 4,038 4,207 4,420 4,686

総資産額（百万円） 8,303 9,428 8,743 9,343 9,856

１株当たり純資産額（円） 597.20 610.59 635.95 669.98 710.32

１株当たり配当額(うち１株当

たり中間配当額)（円）

10.00

(－)

10.00

(－)

10.00

(－)

15.00

(－)

15.00

（－）

１株当たり当期純利益（円） 9.60 24.51 34.68 43.26 56.55

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 47.6 42.8 48.1 47.3 47.5

自己資本利益率（％） 1.8 4.3 5.8 6.6 8.2

株価収益率（倍） 35.3 15.1 17.2 12.1 7.3

配当性向（％） 104.2 40.8 28.8 34.7 26.5

従業員数（人） 303 279 295 292 330

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３. 第33期の１株当たり配当額には、上場10周年記念配当３円を含んでおります。

４．第33期事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

昭和50年１月 日立造船非破壊検査株式会社を大阪市此花区に設立し、業務を開始

昭和50年６月 科学技術庁から放射性同位元素等の使用許可を取得

昭和50年７月 非破壊検査、材料試験事業を開始

昭和51年６月 溶接技術管理及び溶接構造物の総合診断事業を開始

昭和52年８月 鹿島建設株式会社と被覆体背後の間隙測定方法実施権の許諾契約を締結

昭和61年３月 大阪ニチゾウメンテナンス株式会社、広島ニチゾウメンテナンス株式会社、舞鶴ニチゾウメンテナン

ス株式会社、九州ニチゾウメンテナンス株式会社を吸収合併、商号を株式会社ニチゾウテックに変更

昭和61年４月 大阪市福島区に営業所を開設、併せて同所にて本店業務の一部を開始

昭和61年４月 生産ラインの自動化設備事業に進出

昭和61年５月 電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、機械器具設置工事業について、特定建設業の大臣許可を取得

消防施設工事業、清掃施設工事業について、一般建設業の大臣許可を取得

昭和61年10月 自動車関連事業分野に進出のため、熊本県菊池郡大津町に九州事業部大津事業所を開設

平成元年４月 電気技術要員強化のため、ニチゾウ堺機電株式会社を吸収合併

平成元年８月 土木工事業について、一般建設業の大臣許可を取得

平成元年９月 本社を大阪市福島区に移転

平成２年７月 北九州地区の自動車関連事業分野に進出のため、福岡県京都郡苅田町に九州事業部苅田事業所を開

設

平成６年４月 設備メンテナンス業務の経営効率向上と高齢者の雇用機会確保のため、子会社株式会社ニツテク神

奈川、株式会社ニツテク大阪、株式会社ニツテク舞鶴の３社を設立

平成７年５月 本社を大阪市大正区に移転

平成８年11月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場

平成11年４月 設備メンテナンス業務の経営効率向上を目的として子会社株式会社ニツテク有明を設立

平成11年７月 設備メンテナンス業務の経営効率向上を目的として子会社株式会社ニツテク広島を設立

平成12年１月 技術コンサルティング本部がＩＳＯ９００１の認証取得

平成12年４月 各種非破壊検査及び計測・診断に関するコンサルティング業務を行うため、子会社株式会社グリー

ンパワーを設立

平成14年４月 土木工事業、建築工事業について、特定建設業の大臣許可を取得

平成15年１月 全部門でＩＳＯ９００１の認証取得

平成17年３月 塗装工事業について、特定建設業の大臣許可を取得

平成17年６月 日立造船株式会社のグループ会社である株式会社舞鶴プラントからプラント機器事業を承継

平成18年１月 技術コンサルティング事業とエンジニアリング事業の拡充・強化を目的として、日立造船株式会社

から同社の子会社である関西設計株式会社の全株式を取得

平成19年９月　 九州事業部大津事業所の新事務所・工場を竣工
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３【事業の内容】

　当社グループは、株式会社ニチゾウテック（当社）、当社の親会社、当社の子会社７社及び当社の関連会社１社によ

り構成されており、構造物等の各種検査・計測・診断、機械・設備・プラント等のエンジニアリング、設備の保守管理

・運転までの技術サービスを主たる業務としております。

　当社グループのうち、連結対象となる当社及び子会社７社の事業内容と当該事業に係る位置付けは、次のとおりであ

ります。

(1）検査・計測・診断事業　……　当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク有明他２社に外注しております。ま

た、関西設計㈱については、当社以外からも設計・コンサルティング等を直接請

負っております。

(2）エンジニアリング事業　……　当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク神奈川他５社に外注しております。

また、関西設計㈱については、当社以外からも設計・コンサルティング等を直接

請負っております。

(3）メンテナンス事業　…………　当社が請負い、業務の一部を子会社の㈱ニツテク神奈川他４社に外注しております。
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４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％）

関係内容

日立造船㈱ 大阪市住之江区 45,442

環境装置・プラン

ト・鉄構・機械・

原動機等の製造・

販売事業

61.8

(1.9)

非破壊検査、計測

・診断、プラント

機器の製作、施設

の保守点検等メン

テナンスの請負

（注）１．有価証券報告書提出会社であります。

２．「議決権の被所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。

(2）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

㈱ニツテク神奈川 川崎市川崎区 30

エンジニアリング

事業、メンテナン

ス事業

100.0

当社受注の機器・

装置の改造・据付

等エンジニアリン

グ及び設備の補修

・メンテナンスの

委託

㈱ニツテク大阪 大阪市大正区 50

エンジニアリング

事業、メンテナン

ス事業

100.0

当社受注の機器・

装置の改造・据付

等エンジニアリン

グ及び設備の補修

・メンテナンスの

委託

㈱ニツテク舞鶴 京都府舞鶴市 35

エンジニアリング

事業、メンテナン

ス事業

100.0

当社受注の機器・

装置の改造・据付

等エンジニアリン

グ及び設備の補修

・メンテナンスの

委託

㈱ニツテク有明 熊本県熊本市 50

検査・計測・診断

事業、エンジニア

リング事業、メン

テナンス事業

100.0

当社受注の各種検

査、機器・装置の

改造・据付等エン

ジニアリング及び

設備の補修・メン

テナンスの委託

㈱ニツテク広島 広島県尾道市 40

エンジニアリング

事業、メンテナン

ス事業

100.0

当社受注の機器・

装置の改造・据付

等エンジニアリン

グ及び設備の補修

・メンテナンスの

委託

㈱グリーンパワー 大阪市大正区 50
検査・計測・診断

事業
100.0

当社受注の各種検

査・計測・診断業

務の委託

関西設計㈱ 大阪市西区 100

検査・計測・診断

事業、エンジニア

リング事業

100.0

当社受注の機器・

装置の改造・据付

等エンジニアリン

グの設計業務の委

託

（注）１．主要な事業内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．関西設計㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

　　主要な損益情報等　　　（1）売上高　 　 1,524百万円
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　　　　　　　　　　　　　（2）経常利益　　　 74百万円

　　　　　　　　　　　　　（3）当期純利益　　 40百万円

　　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　　　250百万円

　　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　　963百万円

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

検査・計測・診断事業 89

エンジニアリング事業 207

メンテナンス事業 131

全社（共通） 115

合計 542

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

人員であります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

330 43.9 11.9 6,325,299

（注）１．従業員数は就業人員であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社グループの組合組織は、ニチゾウテック労働組合と称し、提出会社の本社に同組合本部が、また、各事業部別に

支部が置かれ、平成20年３月31日現在における組合員数は307人で、上部団体の日立造船グループ労働組合連合会

（日造労連）に加盟しております。

　会社と労働組合との間には、尊重、信頼、協力を中心とした話し合いによる解決を基本とする、良き労使関係が確立

されており、労使間には、現在係争事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、公共投資が総じて低調に推移する一方で、上半期は、堅調な民間設備投資

とアジア向けの輸出の伸びなどに支えられ、景気は緩やかな回復基調で推移しましたが、下半期には原油価格の高

騰や米国経済の景気後退などにより、景気減速の兆しが生じてきました。

　このような経済情勢と他社との厳しい価格競争の中で、当社グループは新規顧客の開拓など積極的な営業活動を

展開して受注の確保に努めるとともに、全社的なコストダウンに鋭意努めてきました結果、当連結会計年度の受注

高は15,013百万円（前期比12.7％増）、売上高は14,824百万円（前期比21.6％増）、経常利益は727百万円（前期比

16.3％増）、当期純利益は408百万円（前期比28.8％増）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　検査・計測・診断事業におきましては、検査では、鋼構造物、各種プラントの配管、機器等の非破壊検査業務を造船

会社・建設会社・化学会社などから幅広く受注・施工しました。

　計測・診断では、関西電力株式会社、建設コンサルタント会社及び化学会社などから水門・水圧鉄管・橋梁などの

鋼構造物及び各種プラントの配管・機器などの計測・診断業務並びに耐震解析をはじめとした各種解析業務を受

注・施工しました。

　この結果、当期の受注高は2,606百万円（前期比16.4％増）、売上高は2,502百万円（前期比10.8％増）、営業利益は

269百万円（前期比41.2％増）となりました。

　エンジニアリング事業におきましては、機械・設備では、日立造船株式会社向け堺産機工場増強工事、株式会社

ディーゼルユナイテッド向けシリンダーライナー加工旋盤レトロ工事をはじめ、従来からの各生産会社・工場向け

の機械・設備の据付・改造工事を受注・施工しました。また、自動化・省力化工事として、株式会社安川電機からの

自動車部品生産ラインの自動化・省力化工事及びヤンマー建機株式会社向け溶接ロボットシステムなどを受注・

施工しました。

　電気・計装・制御では、ユニバーサル造船株式会社舞鶴事業所の塗装工場新設に伴う電気工事を受注したのをは

じめ、本田技研工業株式会社熊本製作所向け新工場附帯設備電装工事、富士フイルム九州株式会社向け流延機電気

設備工事など、各社から電気・計装工事を受注・施工しました。

　プラント・環境では、宇部興産株式会社宇部工場向け硫黄燃焼炉設置工事を受注するとともに、京葉モノマー株式

会社千葉工場向けＥＤＣ予熱器更新工事、株式会社クラレ鹿島工場向けグランドフレア増強工事をはじめ、各種プ

ラント・環境工事を受注・施工しました。

　この結果、当期の受注高は8,124百万円（前期比12.0％増）、売上高は8,281百万円（前期比33.1％増）、営業利益は

166百万円（前期比37.5％減）となりました。

　メンテナンス事業におきましては、日立造船株式会社・ユニバーサル造船株式会社の各工場・事業所内諸設備の

補修・整備工事及び運転・保守管理並びに官公庁設備の運転、保守管理等を例年どおり実施しました。また、環境設

備の定期点検・補修、各種プラントの配管・機器及び橋梁などの鋼構造物の点検・修理を実施するとともに、大阪

府立国際会議場やミューザ川崎などの舞台機構設備の保守点検業務を受注し、実施しました。

　この結果、当期の受注高は4,282百万円（前期比11.8％増）、売上高は4,040百万円（前期比9.0％増）、営業利益は

269百万円（前期比65.4％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益

が727百万円となり、前受金の増加及び売上債権の減少に伴う収入等により、当連結会計年度期首に比べ406百万円

増加し、当連結会計年度末には1,756百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、689百万円（前連結会計年度は699百万円の獲得）となりました。これは、主に税

金等調整前当期純利益の増加、仕入債務の増加等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、183百万円（前連結会計年度は92百万円の使用)となりました。これは、主に有形固

定資産の取得による支出等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、99百万円（前連結会計年度は466百万円の使用）となりました。これは、主に配当

金の支払等によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

検査・計測・診断事業（百万円） 2,553 13.1

エンジニアリング事業（百万円） 8,037 19.2

メンテナンス事業（百万円） 4,112 10.8

合計 14,702 15.7

（注）１．金額は販売価格により算出しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円) 前年同期比（％）

検査・計測・診断事業 2,606 16.4 246 71.8

エンジニアリング事業 8,124 12.0 2,358 △5.1

メンテナンス事業 4,282 11.8 555 77.7

合計 15,013 12.7 3,160 7.4

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

検査・計測・診断事業（百万円） 2,502 10.8

エンジニアリング事業（百万円） 8,281 33.1

メンテナンス事業（百万円） 4,040 9.0

合計 14,824 21.6

（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日立造船株式会社 1,488 12.2 1,837 12.4

ユニバーサル造船株

式会社
1,846 15.2 1,379 9.3

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社ニチゾウテック(E04968)

有価証券報告書

 9/78



３【対処すべき課題】

　今後のわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の上昇、円高や米国の景気後退懸念など国内外の諸情勢の動向

により景気の先行きに不透明感が強まり、そのため企業間の競争は一段と厳しさを増すものと予想されます。

　このような経営環境のもとで、当社グループは、平成20年度（2008年度）から平成22年度（2010年度）までの３年間

にわたる新中期経営計画「ＴＡＲＧＥＴ－１０」を策定しました。

　その計画の初年度にあたる本年度は、１）全社収益目標の必達、２）事業拡大のための技術開発の推進、３）「人づ

くり」の推進、４）組織の活性化と内部統制の充実、を重点施策とし、当社グループ全体の業容拡大と業績の向上に努

める所存であります。

４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼすリスクには、以下のようなものがあります。

　なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書提出日現在における判断

によるものであります。

(1）市場の急激な変動によるリスク

　当社グループ事業の最終事業者は、民間企業が主ですが、公共事業体も一定の割合を占めております。前者につ

きましては、民間設備投資の動向により、当社事業に関する市場が大きく変動し、また、後者においても地方自治

体等の財政状態や予算執行状況により市場が大きく変動します。これらの市場の変動が、当社グループの業績及

び財政状況に影響を及ぼしております。

(2）施工現場における人的・物的事故あるいは災害の発生によるリスク

　当社の施工現場における安全管理には万全を期し、また、各種保険を付保して万一の場合に備えておりますが、

事故・災害が発生した場合には経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）取引先の信用リスク

　当社の取引先が信用不安に陥った場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

　当連結会計年度において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。
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６【研究開発活動】

　「検査・計測・診断」領域では、埋設構造物・非接触非破壊検査など当社独自の技術と装置に関して開発・高度化

などを推進しました。また、「エンジニアリング」領域では、画像処理技術を活用した駐車場管理システムの高度化

や、対象物位置及び形状認識技術の開発などを推進しました。

　当連結会計年度の研究開発費の総額は91百万円であります。

主な研究開発成果は、次のとおりであります。

(1）検査・計測・診断事業

①技術の開発・高度化では、大阪大学と共同で電磁超音波による非接触応力測定技術の確立や、神戸大学と共同で

橋梁の交通振動・放射音解析など新規技術に取り組みました。また、京都大学と共同で道路資産保全に関する研

究にも取り組みました。

②装置開発では、超音波半自動板厚測定装置の簡易型を開発しました。

③平成17年度より大阪大学との共同研究で着手した超伝導量子干渉素子（ＳＱＵＩＤ)を利用し、保温材の上から配

管などの腐食を検知する装置の開発を推し進めました。また、超伝導量子干渉素子を納める全姿勢液体窒素容器

を開発しました。

④昨年独自で開発しました簡易取付型加速度記録計（ＢＥＭＴＯ)を用いて、橋梁振動固有数の見極めへの適用技術

を確立しました。

⑤照明柱のような地中埋設構造物の腐食状況診断技術を確立しました。

(2）エンジニアリング事業

①天候や日照変化に左右されない屋外駐車場管理技術として非接触認証技術（ＲＦＩＤ)を用いた車両管理システ

ムを開発しました。

既開発の画像認識技術による駐車場管理システムでは、帳票機能の付加、高精度カメラによる監視機能の高度化

を行いました。

②自動車用多品種少量部品の製作に対応する工場の溶接ラインでの部品固定治具の簡素化や、検品に用いる画像認

識システムとして、立体部品を１台のカメラで認識する画像処理技術の開発を進めました。

③グランドフレアのガス燃焼における脈動的な燃焼を防止するため、逆火防止装置であるシールドラム内のガス流

量の脈動防止技術の研究を進めました。

④高速移動中の対象物の位置確認及び加工装置の追従システムの開発を推し進めました。

(3）メンテナンス事業

　　　　昨年に引続き、工場設備図面及び故障・修理履歴の管理システムの構築を推し進めました。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

　この連結財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値及び報告期間における収益・費

用の報告数値に影響を与える見積り及び仮定設定を行う必要があります。収益の認識、売上原価、貸倒引当金、退職

給付引当金等について、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる判断に基づき、見積り等を行っております。

(2）当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析

①売上高

　売上高は、14,824百万円（前年同期比21.6％増）となりましたが、これは、前連結会計年度と比し、新規顧客の開拓

及び民間設備投資関連の需要を中心に積極的な営業活動を展開した結果、受注高が増加し工事が完工したためであ

ります。

②売上原価、販売費及び一般管理費

　当連結会計年度の売上原価と販売費及び一般管理費は、費用削減等により、売上高営業利益率が4.8％となり、前連

結会計年度とほぼ同じ水準を保つことができました。以上の結果、営業利益は705百万円（前年同期比13.7％増）と

なり、また、経常利益は固定資産売却益13百万円の計上等により、727百万円（前年同期比16.3％増）となりました。
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③資産、負債、純資産

　資産の部は、前連結会計年度末に比較し668百万円増加して、10,871百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比較し493百万円増加して、8,450百万円となりましたが、これは主に現金及び預金

の増加等によるものです。

　固定資産は、前連結会計年度末に比較し175百万円増加して、2,420百万円となりましたが、これは主に建物及び構築

物の増加等によるものです。

　負債の部は、前連結会計年度末に比較し367百万円増加して、5,993百万円となりました。これは主に支払手形及び買

掛金の増加等によるものです。

　純資産の部は、前連結会計年度末に比較し300百万円増加して、4,877百万円となりました。これは利益剰余金の増加

等によるものです。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において当社及び連結子会社は、229百万円の設備投資を実施し、その主なものは、当社九州事業部大

津事業所の事業拡大を図るための新事務所・工場建設などの費用で、その総額は197百万円であります。

　また、事業別に見ると、検査・計測・診断事業においては55百万円、エンジニアリング事業においては158百万円、メ

ンテナンス事業においては16百万円の設備投資を実施しました。

　なお、当連結会計年度に当社九州事業部旧大津事業所の土地、建物、機械装置等を売却しております。

２【主要な設備の状況】

　当社及び連結子会社における主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
(所在地)

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び車両運搬
具(百万円)

土地
（百万円）

(面積㎡)

工具、器具
及び備品
（百万円）

合計
（百万円）

本社

(大阪市大正区)
全社統括業務

本社ビル

統括業務設備
121

56

[42]

330

(699)
5

513

[42]
31

技術コンサルティング

事業本部

(大阪市大正区)

検査・計測・診断

エンジニアリング

本社ビル

計測・検査機器

等

111 0
303

(641)
11 426 39

エンジニアリング事業

本部

(大阪市大正区)

エンジニアリング

メンテナンス

本社ビル

設計用機器等
111 0

284

(602)
0 397 71

京都事業部

(京都府舞鶴市)

(京都府福知山市)

検査・計測・診断

エンジニアリング

メンテナンス

計測・検査機器

等
0 1

－

(－)
1 4 51

広島事業部

(広島県尾道市)

検査・計測・診断

エンジニアリング

メンテナンス

計測・検査機器

等
0 0

－

(－)
3 4 37

九州事業部

(熊本県玉名郡長洲町)

(熊本県菊池郡大津町)

(福岡県京都郡苅田町)

(福岡県久留米市)

(熊本県熊本市)

検査・計測・診断

エンジニアリング

メンテナンス

事務所

計測・検査機器

等

190 30
124

(4,828)
3 349 101

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額の［　］は、関連会社㈲エコクリーンへ賃貸している売電事業用発電装置を外書で表示しております。

３．建物の一部を賃借しており、その賃借料は年間58百万円であります。
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(2）国内子会社
　 （平成20年３月31日現在）

事業所名
(所在地)

事業の種類別セグ
メントの名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(人)

建物及び構築
物（百万円）

機械装置及び
車両運搬具
（百万円）

工具、器具及
び備品
（百万円）

合計
（百万円）

㈱ニツテク神奈川

(川崎市川崎区)

エンジニアリング

メンテナンス

メンテナンス用機

器等
－ － － － 5

㈱ニツテク大阪

(大阪市大正区)

エンジニアリング

メンテナンス

メンテナンス用機

器等
－ － 0 0 28

㈱ニツテク舞鶴

(京都府舞鶴市)

エンジニアリング

メンテナンス

メンテナンス用機

器等
－ 0 － 0 32

㈱ニツテク有明

(熊本県熊本市)

検査・計測・診断

エンジニアリング

メンテナンス

メンテナンス用機

器等
－ － 0 0 32

㈱ニツテク広島

(広島県尾道市)

エンジニアリング

メンテナンス

メンテナンス用機

器等
－ 0 0 0 21

㈱グリーンパワー

(大阪市大正区)
検査・計測・診断 計測・検査機器等 － － 0 0 12

関西設計㈱

(大阪市西区)

検査・計測・診断

エンジニアリング
設計用機器等 3 － 1 5 82

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．子会社の一部は建物を賃借しており、建物賃借料は年間18百万円であります。

３【設備の新設、除却等の計画】

　　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 6,600,000 6,600,000
株式会社大阪証券取引所

市場第二部
－

計 6,600,000 6,600,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成８年11月１日

（注）
600,000 6,600,000 342 1,242 378 878

（注）平成８年11月１日に有償一般募集増資（600,000株、発行価格1,200円、資本組入額570円）を行い、現在に至っており

ます。

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 4 35 － － 707 752 －

所有株式数

（単元）
－ 291 11 4,205 － － 2,091 6,598 2,000

所有株式数の

割合（％）
－ 4.41 0.17 63.74 － － 31.68 100.00 －

（注）１．自己株式1,673株は、「個人その他」に１単元、「単元未満株式の状況」に673 株含めて記載しております。

２.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1－7－89 3,950 59.86

ニチゾウテック職員持株会 大阪市大正区鶴町2－15－26 324 4.91

アタカ大機株式会社 東京都港区新橋2-16-1 120 1.81

青山　大蔵 名古屋市西区 115 1.74

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2－7－1 90 1.36

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 90 1.36

株式会社メンテック 広島市安芸区矢野新町2-3-24 65 0.98

髙木　康秀 愛知県江南市 63 0.95

株式会社みずほ銀行

東京都中央区晴海1－8－12

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟

42 0.64

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 36 0.55

計 － 4,896 74.18

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,597,000 6,597 －

単元未満株式 普通株式     2,000 － －

発行済株式総数 6,600,000 － －

総株主の議決権 － 6,597 －

（注）上記「完全議決権株式（その他）」の株式数欄には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱ニチゾウテック
大阪市大正区鶴町

2-15-26
1,000 － 1,000 0.02

計 － 1,000 － 1,000 0.02

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 273 103,740

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月18日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,673  － 1,673  －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月18日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含めておりません。
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３【配当政策】

　剰余金の配当に当たっての基本的な考え方は、株主への利益還元という観点を踏まえ、配当を継続的かつ安定的に実

施することを基本とし、業績動向、配当性向等を考慮するとともに、今後の事業展開に備えるための内部留保の充実な

どを勘案して決定いたします。

当社では、剰余金の配当に関し、定款上、事業年度毎に期末配当及び中間配当の２回行うことができる旨を定めてお

り、決定機関は、それぞれ株主総会、取締役会であります。

　当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき１株当たり15円の期末配当を実施することを決定しました。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年６月27日

定時株主総会決議

（期末配当）

98 15

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 350 406 821 600 550

最低（円） 163 299 341 475 369

（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 平成19年11月 平成19年12月 平成20年１月 平成20年２月 平成20年３月

最高（円） 500 493 480 414 402 415

最低（円） 470 465 398 369 380 395

（注）最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
　 菱川　道生 昭和22年11月26日生

昭和45年４月 日立造船株式会社入社

平成２年７月 同社社長室（企画）

平成９年６月 同社企画部秘書役

平成13年６月 同社東京総務部長

平成16年６月 当社常務取締役業務本部長

平成18年４月 当社常務取締役営業統括兼業務本部

長

平成19年６月 当社専務取締役営業統括兼業務本部

長

平成20年６月 当社取締役社長（現任）

（注）3 16

取締役相談役 　 速形　雄一 昭和18年８月26日生

昭和42年４月 日立造船株式会社入社

昭和62年７月 当社大阪事業部営業部長

平成２年７月 当社技術本部営業部長

平成９年７月 当社九州事業部長

平成11年６月 当社取締役技術コンサルティング本

部長

平成14年６月 当社取締役社長

平成18年６月 日立造船株式会社取締役（現任）

平成20年６月 当社取締役相談役（現任）

（注）3 16

取締役

技術コンサル

ティング事業

本部長

金井　英一 昭和23年２月３日生

昭和48年４月 日立造船株式会社入社

昭和50年８月 日立造船非破壊検査株式会社（現当

社）出向

平成４年４月 当社技術本部第３技術部長

平成６年４月 当社技術本部検査部長

平成７年４月 当社技師長（安全工学）

平成10年10月 当社技術本部検査・計測部長

平成11年７月 当社技術コンサルティング本部第２

技術部長

平成14年６月 当社技術コンサルティング本部長

 株式会社グリーンパワー取締役社長

（現任）

平成17年６月 当社取締役技術コンサルティング本

部長

平成18年４月 当社取締役技術コンサルティング事

業本部長（現任）

（注）3 8

取締役 九州事業部長 竹下　謙一 昭和24年11月10日生

昭和49年４月 日立造船株式会社入社

昭和53年３月 日立造船非破壊検査株式会社（現当

社）出向

平成６年４月 当社技術本部第１技術部長

平成15年４月 当社技術コンサルティング本部計測

診断部長

平成16年７月 当社九州事業部長

平成18年６月 当社取締役九州事業部長（現任）

（注）3 6

取締役 京都事業部長 松浦　盈雅 昭和22年２月４日生

昭和47年４月 日立造船株式会社入社

平成14年10月 ユニバーサル造船株式会社入社

平成15年７月 当社京都事業部長付

平成15年10月 当社京都事業部長

平成17年６月 株式会社ニツテク舞鶴取締役社長

（現任）

平成18年６月 当社取締役京都事業部長（現任）

（注）3 4
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

エンジニアリ

ング事業本部

長

名本　　洋 昭和20年７月15日生

昭和46年７月 日立造船株式会社入社

昭和61年２月 株式会社東機貿入社

昭和61年６月 ニューポート　メディカル　インスツ

ルメンツ社（米国）出向

平成12年１月 株式会社東機貿復職

平成13年４月 同社執行役員

平成15年４月 同社常務執行役員

平成17年７月 同社相談役

平成18年１月 当社社長付

平成18年４月 当社エンジニアリング事業本部副事

業本部長

平成18年６月 当社取締役エンジニアリング事業本

部長（現任）

（注）3 3

取締役
広島事業部長

 
山路　俊一 昭和23年６月６日

昭和47年４月 日立造船株式会社入社

昭和52年10月 日立造船非破壊検査株式会社（現当

社）出向

平成11年４月 当社九州事業部検査部長

平成12年４月 当社技術コンサルティング本部営業

部長

平成15年３月 株式会社ニツテク広島検査部長

(出向)

平成15年10月 当社広島事業部検査部長

平成16年６月 当社広島事業部長

平成20年６月 当社取締役広島事業部長（現任）

（注）5 3

取締役 業務本部長 末永　拓男 昭和22年８月26日

昭和45年４月 日立造船株式会社入社

平成12年４月 株式会社エーエフシー取締役

平成13年７月 日立造船株式会社関連企業部

平成14年５月 日立造船情報システム株式会社

(平成18年３月株式会社ＮＴＴデータ

エンジニアリングシステムズに社名

変更)管理統括部長

平成14年６月 同社取締役管理統括部長

平成19年６月 株式会社オーナミ常勤監査役

平成20年６月 当社取締役業務本部長（現任）

（注）5 2

取締役 　 安藤　　彰 昭和21年８月６日生

昭和48年４月 日立造船株式会社入社

昭和62年１月 日立造船堺重工業株式会社入社

昭和62年８月 関西設計株式会社入社

平成８年６月 同社取締役

平成16年３月 同社取締役社長（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）

（注）3 2

取締役 　 宮脇　国男 昭和24年１月１日生

昭和47年４月 日立造船株式会社入社

平成14年４月 同社技術本部技術研究所要素技術セ

ンター生産技術研究室長

平成16年７月 同社技師長（現任）

平成17年５月 同社技術本部技術研究所基礎技術研

究室長兼技術部長

平成18年８月 同社関連企業部（現任）

平成19年６月 当社取締役(現任）

（注）3 －

常勤監査役 　 和田　　彰 昭和20年１月17日生

昭和42年４月 日立造船株式会社入社

平成13年６月 同社執行役員環境・プラント事業本

部副事業本部長

平成16年６月 同社常務執行役員

平成16年９月 同社環境事業本部長

平成17年６月 同社常務取締役

平成18年４月 同社顧問

平成18年６月 当社常勤監査役（現任）

（注）4 5
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 　 佐々　瀧夫 昭和23年５月17日生

昭和47年４月 日立造船株式会社入社

平成８年６月 同社プラント事業本部管理部長

平成11年４月 同社電子・情報システム事業部管

理部長

平成14年10月 ユニバーサル造船株式会社経理部長

平成18年７月 日立造船株式会社理事・関連企業部

長

平成19年６月 当社補欠監査役

平成20年４月 日立造船株式会社執行役員・関連企

業部長（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

（注）6 －

監査役 　 有馬　健次 昭和19年５月11日生

昭和49年４月 日立造船株式会社入社

昭和61年３月 当社へ出向

昭和62年１月 当社技術本部第２エンジニアリング

部長

平成４年４月 当社技術本部第２技術部長

平成７年４月 当社技術本部第１技術部長

平成10年６月 当社技術本部副本部長

平成14年６月 当社取締役技術担当

平成17年３月 当社取締役技術担当兼事業開発室長

平成17年６月 当社技監兼事業開発室長

平成19年６月 当社監査役（現任）

（注）4 8

　 　 　 　 計  73

（注）１．取締役宮脇国男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役和田彰及び佐々瀧夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

　　　４．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　５．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　６．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から３年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、企業の健全性、透明性、効率性を確保し、企業価値の増大を図るとともに、社会的存在としての企業の信頼

性を高めていくため、コーポレート・ガバナンスの充実は経営上の主要課題の一つであると認識して、経営の執行

と体制づくりに努めております。

　当社は、監査役設置会社として、取締役・監査役制度を基本に従来から迅速な意思決定に基づく適正な業務執行と

経営の効率化を推進しており、今後もこの制度を継続しながら、コーポレート・ガバナンスの充実を図っていく方

針であります。

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

①会社の機関の基本説明

　当社の経営上の意思決定、執行及び監査に係る内部統制を中心としたコーポレート・ガバナンス体制の概要は、下

図のとおりであります。

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

　当社は、取締役会と取締役会メンバーに事業部長等の部門長を加えて構成されている幹部会を当社の職務遂行の

基幹組織として位置づけ、それを毎月開催しております。

　取締役会は、平成20年６月末現在10名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されており、法令で定められた事項

のほか、経営の基本方針をはじめとする重要事項の決定並びに職務執行の監督を行い、また、幹部会は、経営に関す

る戦略・推進施策について審議を行うこととし、併せてその場で常に法令・定款及び社内規程の遵守状況のチェッ

クを行っております。

　取締役会・幹部会で決定された経営方針に基づいて、代表取締役である取締役社長の指揮の下、取締役及び各部門

長が社内組織及び社内規程に基づき業務を担当し、適宜、その執行状況を取締役会・幹部会等に報告する体制を今

後とも維持しながら、適正な職務執行を確保する体制の強化を図っております。また、職務執行に係る重要な文書・

情報に関する適正な保存・管理体制をとっております。

　上記の取締役の職務執行に関する体制を踏まえ、当社職員が、法令、社内規程、ＩＳＯ９００１の業務マニュアル等

に基づき職務遂行を行える体制を確保するとともに、ＥＲＰ（統合基幹業務システム）による業務処理の統一化・

標準化、情報の共有化を図るなど適正な業務遂行体制の整備を進めております。

　また、当社は、財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制を整備し、有効性を定期的に評価して、その

評価結果を取締役会に報告する体制をとっております。
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　全社のコンプライアンス（法令遵守・倫理）の取組みについては、企業倫理憲章（平成20年３月制定）の下、本社

総務部が全社統括機能を持ち、公益通報者保護法に基づく社内の内部通報制度の適正な運営など、役職員に法令・

定款・社内規程を遵守した行動をとるための啓発活動の推進を図っております。

③監査役監査及び内部監査

　監査役会は、平成20年６月末現在常勤監査役１名（社外監査役）及び非常勤監査役２名（うち社外監査役１名）

の計３名で構成されており、取締役会・幹部会に全員出席して重要な業務執行の監査を行うとともに、監査方針に

基づく年間監査実施計画を作成し、常勤監査役を中心に監査を実施しております。

　また、監査役は、会計監査人から年２回の監査報告を受けるとともに、必要に応じ会計監査人との連携、情報交換を

行っております。

　内部監査組織としては、内部監査室３名により適正な内部監査を行い、取締役社長がマネジメントレビューを実施

しております。また、監査役と適宜、情報・意見交換を行い、相互連携を図っております。

④会計監査の状況

　会計監査については、あずさ監査法人に所属する池田　芳則、小幡　琢哉の２名の公認会計士が監査業務を執行して

おります。また、会計監査業務に係る補助者は、同監査法人に所属する公認会計士３名及びその他６名であります。

⑤社外取締役及び社外監査役

　社外取締役は１名選任し、社外監査役は２名選任しており、取締役会・幹部会に出席して、業務執行状況について

直接聴取し、的確に把握できるようになっているほか、報告・説明・フォロー等必要なサポート体制を講じており

ます。なお、当社と社外取締役及び社外監査役との間には特別の利害関係はありません。

(3）リスク管理体制の整備状況

　全社的な事業活動に伴うリスク（市場変動、取引先信用、財務、法務、環境、品質、情報セキュリティ、事故・災害

等）については、取締役会で重要事項の審議を行うのを受け、幹部会が当社の実質的なリスク管理会議の役割を担

い、リスクの評価とチェック・対策等の確認を行う体制をとっております。

　全社リスク管理推進体制として、主要な事業リスクについてリスクの選別・評価からリスクコントロールまでの

方策を打出し、総合的かつ継続的なリスク管理活動を推進することとし、組織横断的なリスクの全社的な管理・対

応は業務本部が行い、各部門の所轄業務に付随するリスク管理は当該部門が行っております。なお、事故・災害等に

ついては、安全衛生マネジメントシステムの推進により徹底を図っております。

(4）役員報酬の内容

区分 金額（百万円）

取締役報酬 48

監査役報酬 15

計 63

　　　　（注）１．社外取締役の報酬の実績はありません。

２．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役及び監査役の報酬額には、役員退職慰労引当金の当期増加額が含まれております。

(5）監査報酬の内容

区分 金額（百万円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 16

上記以外の報酬 7

計 23

(6）その他コーポレート・ガバナンスに関する事項

①当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

②当社は、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に定める取締役、監

査役及び会計監査人の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めております。これ

は、期待される役割を十分に発揮できるようにするためであります。

③当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

④当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするためであります。
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⑤当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,049   1,556  

２．受取手形及び売掛金 ※2  5,438   5,606  

３．預け金 　  300   200  

４．仕掛品 　  942   813  

５．繰延税金資産 　  209   237  

６．その他 　  25   42  

貸倒引当金 　  △7   △4  

流動資産合計 　  7,957 78.0  8,450 77.7

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物及び構築物 　 897   1,055   

減価償却累計額 　 502 394  516 539  

(2）機械装置及び運搬具 　 166   194   

減価償却累計額 　 93 72  104 90  

(3）工具、器具及び備品 　 434   413   

減価償却累計額 　 400 34  385 28  

(4）土地 　  1,058   1,043  

有形固定資産合計 　  1,559 15.3  1,701 15.7

２．無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  5   5  

(2）ソフトウェア 　  36   30  

(3）その他 　  －   0  

無形固定資産合計 　  42 0.4  37 0.3

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  177   164  

(2）繰延税金資産 　  341   401  

(3）その他 ※１  141   131  

貸倒引当金 　  △16   △13  

投資その他の資産合計 　  643 6.3  682 6.3

固定資産合計 　  2,245 22.0  2,420 22.3

資産合計 　  10,203 100.0  10,871 100.0
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前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形及び買掛金 　  2,279   2,611  

２．未払金 　  17   4  

３．未払費用 　  1,818   1,935  

４．未払法人税等 　  286   244  

５．未払消費税等 　  49   88  

６．前受金 　  258   45  

７．完成工事補償引当金 　  －   29  

８．工事損失引当金 　  －   0  

９．その他 　  38   34  

流動負債合計 　  4,746 46.5  4,995 45.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  774   875  

２．役員退職慰労引当金 　  96   115  

３．負ののれん 　  9   6  

固定負債合計 　  879 8.6  998 9.2

負債合計 　  5,626 55.1  5,993 55.1

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,242 12.2  1,242 11.4

２．資本剰余金 　  878 8.6  878 8.1

３．利益剰余金 　  2,447 24.0  2,757 25.4

４．自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  4,566 44.8  4,876 44.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差額
金

　  10 0.1  1 0.0

評価・換算差額等合計 　  10 0.1  1 0.0

純資産合計 　  4,577 44.9  4,877 44.9

負債純資産合計 　  10,203 100.0  10,871 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  12,187 100.0  14,824 100.0

Ⅱ　売上原価 　  10,676 87.6  13,371 90.2

売上総利益 　  1,511 12.4  1,452 9.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1、2  890 7.3  746 5.0

営業利益 　  620 5.1  705 4.8

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 0   1   

２．有価証券利息 　 4   －   

３．受取配当金 　 1   1   

４．負ののれん償却額 　 2   2   

５．保険返戻金 　 2   4   

６．固定資産売却益 　 －   13   

７．貸倒引当金戻入益 　 －   2   

８．その他 　 1 12 0.1 1 26 0.1

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 0   1   

２．社債利息 　 1   －   

３．投資有価証券評価損 　 －   0   

４．固定資産除却損 ※３ 2   1   

５．租税公課 　 －   1   

６．寄付金 　 0   －   

７．その他 　 1 7 0.1 0 4 0.0

経常利益 　  625 5.1  727 4.9

税金等調整前当期純利益 　  625 5.1  727 4.9

法人税、住民税及び事業税 　 332   400   

法人税等調整額 　 △23 308 2.5 △81 319 2.1

当期純利益 　  317 2.6  408 2.8
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成18年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 2,209 △0 4,328 5 4,334

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）   △65  △65  △65

役員賞与（注）   △12  △12  △12

当期純利益   317  317  317

自己株式の取得    △0 △0  △0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

     4 4

連結会計年度中の変動額
合計（百万円）

－ － 238 △0 238 4 242

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 2,447 △0 4,566 10 4,577

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本
評価・換算差
額等

純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 2,447 △0 4,566 10 4,577

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当   △98  △98  △98

当期純利益   408  408  408

自己株式の取得    △0 △0  △0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額（純額）

     △8 △8

連結会計年度中の変動額
合計（百万円）

－ － 309 △0 309 △8 300

平成20年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 2,757 △0 4,876 1 4,877
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 625 727

減価償却費 　 57 70

貸倒引当金の増減額 　 2 △4

完成工事補償引当金の増減額 　 － 29

工事損失引当金の増減額 　 － 0

退職給付引当金の増減額 　 95 101

役員退職慰労引当金の増減額 　 15 19

受取利息及び受取配当金 　 △5 △3

支払利息 　 0 1

社債利息 　 1 －

固定資産売却益 　 － △13

固定資産除却損 　 2 1

売上債権の増減額 　 106 △168

たな卸資産の増減額 　 △490 128

その他の流動資産の増減額 　 29 △16

仕入債務の増減額 　 173 332

その他の流動負債の増減額 　 382 △114

役員賞与の支払額 　 △12 －

その他 　 △27 37

小計 　 957 1,129

利息及び配当金の受取額 　 6 3

利息の支払額 　 △0 △1

社債利息の支払額 　 △2 －

法人税等の支払額 　 △260 △442

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 699 689

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

投資有価証券の取得による支出 　 △0 △2

有形固定資産の取得による支出 　 △107 △220

有形固定資産の売却による収入 　 － 35

無形固定資産の取得による支出 　 △21 △5

長期貸付金の回収 　 1 －

その他 　 35 9

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △92 △183

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入による収入 　 200 250

短期借入金の返済による支出 　 △300 △250

社債の償還による支出 　 △300 －

自己株式の取得による支出 　 △0 △0

配当金の支払額 　 △65 △98

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △466 △99

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 　 141 406

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,208 1,349

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,349 1,756
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

　

連結子会社の数　７社

連結子会社名は、「第１企業の概況４．

関係会社の状況」に記載しているため、

省略しました。

連結子会社の数　７社

同左

２．持分法の適用に関する事

項

持分法を適用していない関連会社　１社

㈲エコクリーン（平成15年12月１日設

立）は小規模であり、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等から見て、持分法の対象から除外

しても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

持分法を適用していない関連会社　１社

同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

　 　

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

　

　

ア　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ア　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左 

　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　

　

　

イ　たな卸資産

(ア)仕掛品

個別法による原価法

イ　たな卸資産

(ア)仕掛品

同左

　

　

(イ)貯蔵品

最終仕入原価法

(イ)貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

　

ア　有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　２～15年

工具、器具及び備品　　　２～20年

 ──────

ア　有形固定資産

同左

 

 

 

 

 

 

 

  

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日

　法律第６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

なお、この変更に伴う当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微でありま

す。

（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した連結会計年度の翌連結会

計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上

しております。

なお、この変更に伴う当連結会計年度

の損益に与える影響は軽微でありま

す。

　

　

イ　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

イ　無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

ア　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ア　貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

イ　退職給付引当金

主として、従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（12年）

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。

イ　退職給付引当金

同左

　

　

ウ　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。

ウ　役員退職慰労引当金

同左

　

　

エ　　　　　　──────

　

 エ　完成工事補償引当金

工事施工引渡後に発生する補償工事

に備えるため、補償工事費の発生見込

額を実績率により計上しております。

また、個別の補償工事については補償

工事費の発生見込額を計上しており

ます。

（追加情報）

補償工事費の発生見込額の金額的重

要性が増したことから、当連結会計年

度末において、補償工事費の発生見込

額を完成工事補償引当金として計上

しております。これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利

益は、それぞれ29百万円減少しており

ます。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

オ　　　　　　──────

　

オ　工事損失引当金

受注工事の損失に備えるため、当連結

会計年度末における手持受注工事の

うち、損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることがで

きる工事について、その損失見込額を

計上しております。

（追加情報）

当連結会計年度末において、損失の発

生が見込まれる工事が新たに発生し

たため、合理的に見積もることができ

る損失見込額を計上しております。

なお、これによる当連結会計年度の損

益に与える影響は軽微であります。

(4）重要なリース取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

負ののれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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会計方針の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,577百万

円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。

 ──────

（役員賞与に関する会計基準）

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用して

おります。これにより、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は15百万円減少

しております。

 ──────
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表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ──────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として表示

されていたものは、当連結会計年度から「負ののれん」

と表示しております。

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「有価証券

利息」（当連結会計年度１百万円）は、当連結会計年度に

おいて金額的重要性が乏しくなったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示することに変更しております。

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「寄付金」

（当連結会計年度０百万円）は、当連結会計年度において

金額的重要性が乏しくなったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示することに変更しております。

前連結会計年度まで「営業外費用」の「その他」に含め

て表示しておりました「租税公課」（当連結会計年度１

百万円）は、当連結会計年度において金額的重要性が増し

たため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「租税公課」の金額は０百

万円であります。

 ──────

（連結損益計算書）

前連結会計年度まで「営業外収益」の「その他」に含

めて表示しておりました「保険返戻金」（当連結会計

年度２百万円）は、当連結会計年度において金額的重要

性が増したため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「保険返戻金」の金額は

０百万円であります。

前連結会計年度まで「営業外費用」の「その他」に含

めて表示しておりました「寄付金」（当連結会計年度

０百万円）は、当連結会計年度において金額的重要性が

増したため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「寄付金」の金額は、０

百万円であります。

前連結会計年度まで区分掲記しておりました「リース

解約損」（当連結会計年度０百万円）は、当連結会計年

度において金額的重要性が乏しくなったため、営業外費

用の「その他」に含めて表示することに変更しており

ます。

 ──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。

その他（出資金） 2百万円 その他（出資金） 2百万円

※２．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれております。

※２． 　　　　　　──────

受取手形 31百万円 　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 240百万円

貸倒引当金繰入額 2百万円

退職給付引当金繰入額 22百万円

役員退職慰労引当金繰入額 24百万円

従業員給料手当 175百万円

退職給付引当金繰入額 15百万円

役員退職慰労引当金繰入額 26百万円

※２. 一般管理費に含まれる研究開発費 ※２. 一般管理費に含まれる研究開発費

　 69百万円 　 91百万円

※３．固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

※３．　　　　　　──────

機械装置及び運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 2百万円

計 2百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,600 － － 6,600

合計 6,600 － － 6,600

自己株式     

普通株式（注） 0 0 － 1

合計 0 0 － 1

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 65 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 98 利益剰余金 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（注）１株当たり配当額　15円（普通配当　12円、上場10周年記念配当　３円）
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 6,600 － － 6,600

合計 6,600 － － 6,600

自己株式     

普通株式（注） 1 0 － 1

合計 1 0 － 1

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 98 15 平成19年３月31日 平成19年６月29日

（注）１株当たり配当額　15円（普通配当　12円、上場10周年記念配当　３円）

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 98 利益剰余金 15 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,049百万円

預け金 300百万円

現金及び現金同等物 1,349百万円

現金及び預金勘定 1,556百万円

預け金 200百万円

現金及び現金同等物 1,756百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 30 15 15

工具、器具及び
備品

133 57 75

合計 164 73 90

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 20 12 7

工具、器具及び
備品

226 112 113

合計 247 125 121

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

（注）

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 50百万円

１年超 136百万円

合計 186百万円

１年内 59百万円

１年超 143百万円

合計 202百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

（注）

同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33百万円

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 １．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

機械装置及び
運搬具

86 37 49

　
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

機械装置及び
運搬具

86 44 42

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 152百万円

合計 180百万円

１年内 26百万円

１年超 120百万円

合計 146百万円

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は114百万円（うち１年

内は16百万円）であります。なお、借主側の未経過

リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主側２.

未経過リース料期末残高相当額に含まれておりま

す。

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は97百万円（うち１年内

は16百万円）であります。なお、借主側の未経過リー

ス料の残高は概ね同額であり、上記の借主側２.未経

過リース料期末残高相当額に含まれております。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。

（注）

同左

　 　

３．受取リース料及び減価償却費 ３．受取リース料及び減価償却費

受取リース料 10百万円

減価償却費 8百万円

受取リース料 9百万円

減価償却費 6百万円
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成19年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 8 26 17

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 8 26 17

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 8 26 17

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしてお

ります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 50

他社株転換条項付社債 100

当連結会計年度（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 4 9 4

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 4 9 4
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　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表計
上額（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 5 4 △1

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 5 4 △1

合計 10 13 3

（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、すべて減損処理を行い、30

～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしてお

ります。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 50

他社株転換条項付社債 100

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行ってお

りませんので該当事項はありません。

同左
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職

金を支払う場合があります。

２．退職給付債務及びその内訳

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

退職給付債務   

(1）退職給付債務（百万円） 2,994 3,001

(2）年金資産（百万円） 1,330 1,264

(3）会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 483 422

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 406 438

(5）退職給付引当金（百万円） 774 875

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

退職給付費用   

(1）勤務費用（百万円） 186 154

(2）利息費用（百万円） 55 53

(3）期待運用収益（百万円） △12 △12

(4）会計処理基準変更時差異の費用処理額（百万円） 60 60

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 44 55

計 334 311

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1）割引率（％） 2.0  2.0

(2）期待運用収益率（％） 1.0  1.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左

(4）会計基準変更時差異の処理年数（年） 15  15

(5）数理計算上の差異の処理年数
発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によ

り費用処理しております。

同左
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） （単位：百万円)

未払費用 189

未払事業税 23

計 212

繰延税金負債（流動）  

　その他 △2

計 △2

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 39

退職給付引当金 309

貸倒引当金 6

その他 23

　小計 379

評価性引当額 △30

計 349

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △7

計 △7

繰延税金資産の純額 551

繰延税金資産（流動） （単位：百万円)

未払費用 205

未払事業税 20

完成工事補償引当金 12

その他 1

計 239

繰延税金負債（流動）  

　その他 △2

計 △2

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 46

退職給付引当金 353

貸倒引当金 5

その他 36

　小計 441

評価性引当額 △39

計 402

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △1

計 △1

繰延税金資産の純額 638

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 （単位：％)

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
1.8

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△2.5

住民税均等割等 2.3

評価性引当額 4.9

連結会社間内部取引消去 2.4

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
49.3

　 （単位：％)

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
1.7

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△2.2

住民税均等割等 2.0

評価性引当額 1.4

連結会社間内部取引消去 1.7

その他 △1.3

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
43.9
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
検査・計測
・診断事業
(百万円)

エンジニア
リング事業
（百万円）

メンテナン
ス事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

（1）外部顧客に対する売上高 2,258 6,221 3,707 12,187 － 12,187

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 2,258 6,221 3,707 12,187 － 12,187

営業費用 2,067 5,954 3,544 11,567 － 11,567

営業利益 191 266 162 620 － 620

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 1,605 4,369 2,002 7,977 2,226 10,203

減価償却費 17 29 11 57 － 57

資本的支出 34 72 13 119 － 119

（注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な事業の内容

事業区分 主要な事業の内容

検査・計測・診断事業

・溶接構造物などの放射線・超音波・磁気・浸透探傷検査並びに渦

流探傷及び中性子などの利用による各種検査

・鋼構造物、コンクリート構造物等の総合診断

・水中構造物、岩盤、土質の調査・診断並びに地中埋設物の検査・診

断

・応力、振動、音響、温度等の各種計測・解析

エンジニアリング事業

・諸機械の製作・据付・移設・改造

・生産ラインの自動化システムの設計・製作・据付・移設・改造

・駐車場誘導・管制システム及び電気制御装置の設計・製作・据付

・諸設備の電気計装工事

・各種プラント関連機器・装置及び環境設備の設計・製作・据付・

改造

・各種プラント、環境及び建築設備、鋼構造物等の企画・設計

メンテナンス事業
・工場諸設備などの運転・保守管理

・機械・構造物・各種プラント等の保守点検・修理

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,226百万円であり、その主なものは当社での余資

運用資金（預金）、繰延税金資産等であります。

４.「会計方針」の変更に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４

号　平成17年11月29日）を適用しております。これにより、従来の方法に比べて、「検査・計測・診断事業」で

２百万円、「エンジニアリング事業」で６百万円、「メンテナンス事業」で５百万円、それぞれ営業費用が増加

し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

EDINET提出書類

株式会社ニチゾウテック(E04968)

有価証券報告書

46/78



当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
検査・計測
・診断事業
(百万円)

エンジニア
リング事業
（百万円）

メンテナン
ス事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社(百万円)

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益       

売上高       

（1）外部顧客に対する売上高 2,502 8,281 4,040 14,824 － 14,824

（2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 2,502 8,281 4,040 14,824 － 14,824

営業費用 2,233 8,114 3,770 14,118 － 14,118

営業利益 269 166 269 705 － 705

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
      

資産 1,595 4,615 1,944 8,155 2,716 10,871

減価償却費 19 37 12 70 － 70

資本的支出 55 158 16 229 － 229

（注）１．事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業区分に属する主要な事業の内容

事業区分 主要な事業の内容

検査・計測・診断事業

・溶接構造物などの放射線・超音波・磁気・浸透探傷検査並びに渦

流探傷及び中性子などの利用による各種検査

・鋼構造物、コンクリート構造物等の総合診断

・水中構造物、岩盤、土質の調査・診断並びに地中埋設物の検査・診

断

・応力、振動、音響、温度等の各種計測・解析

エンジニアリング事業

・諸機械の製作・据付・移設・改造

・生産ラインの自動化システムの設計・製作・据付・移設・改造

・駐車場誘導・管制システム及び電気制御装置の設計・製作・据付

・諸設備の電気計装工事

・各種プラント関連機器・装置及び環境設備の設計・製作・据付・

改造

・各種プラント、環境及び建築設備、鋼構造物等の企画・設計

メンテナンス事業
・工場諸設備などの運転・保守管理

・機械・構造物・各種プラント等の保守点検・修理

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,716百万円であり、その主なものは当社での預金、

繰延税金資産等であります。

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないた

め、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関
係

親会社 日立造船㈱
大阪市

住之江区
45,442

環境装置・

プラント・

鉄構・機械

・原動機等

の製造・販

売事業

直接

59.9％

間接

1.9％

兼任

１名

非破壊検査、

計測・診断、

各種プラン

トの製作、施

設の保守点

検等メンテ

ナンスの請

負

検査工事の

受託、施設の

保守点検等

のメンテナ

ンス、エンジ

ニアリング

の請負

1,176

受取手

形及び

売掛金

319

プラント設

備用機器等

の購入

284 買掛金 156

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社製品の販売、工事請負等についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の

条件で取引を行っております。

（2）兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関
係

親会社

の子会

社

㈱エーエフ

シー

大阪市

住之江区
420

経理業務

・計算業務

の受託、

資金の調達

・運用・管

理　、金銭の

貸付及び立

替等

直接

0％ なし

資金の運用

及び資産の

リース

資金の運用 － 預け金 300

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

資金の運用にあたっては、市場金利を勘案して当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引を行って

おります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

（1）親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の名
称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関
係

親会社 日立造船㈱
大阪市

住之江区
45,442

環境装置・

プラント・

鉄構・機械

・原動機等

の製造・販

売事業

直接

59.9％

間接

1.9％

兼任

１名

非破壊検査、

計測・診断、

プラント機

器の製作、施

設の保守点

検等メンテ

ナンスの請

負

検査工事の

受託、プラン

ト機器の

製作、エンジ

ニアリング

の請負

1,652

受取手

形及び

売掛金

684

プラント設

備用機器等

の購入

746 買掛金 491

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

当社製品の販売、工事請負等についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の

条件で取引を行っております。
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（2）兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容
又は職業

議決権
等の被
所有割
合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の関
係

親会社

の子会

社

日立造船メ

カニカル㈱

熊本県

玉名郡
347

化学、肥料、

石油・ガス、

造水、エネル

ギー、環境等

の各種プラ

ントの塔槽、

大型特殊熱

交換器及び

原子力装置

の設計・製

作等

なし
なし

非破壊検査、

設備工

事の請負、施

設の保

守点検等メ

ンテナン

スの請負

検査工事の

受託、エンジ

ニアリング、

メンテナン

スの請負

502

受取手

形及び

売掛金

185

（注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等

工事請負等についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で取引を行っ

ております。

EDINET提出書類

株式会社ニチゾウテック(E04968)

有価証券報告書

49/78



（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 693円64銭

１株当たり当期純利益 48円07銭

１株当たり純資産額 739円23銭

１株当たり当期純利益 61円91銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度末
（平成19年３月31日）

当連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,577 4,877

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 4,577 4,877

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
6,598 6,598

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 317 408

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 317 408

期中平均株式数（千株） 6,598 6,598

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  623   1,246  

２．受取手形
※1,

2  605   573  

３．売掛金 ※１  4,320   4,643  

４．預け金 　  300   －  

５．仕掛品 　  814   565  

６．繰延税金資産 　  126   152  

７．未収入金 ※１  109   82  

８．その他 　  5   8  

貸倒引当金 　  △4   △2  

流動資産合計 　  6,902 73.9  7,270 73.8

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1）建物 　 856   1,003   

減価償却累計額 　 470 385  485 517  

(2）構築物 　 30   45   

減価償却累計額 　 25 4  26 18  

(3）機械及び装置 　 163   191   

減価償却累計額 　 90 72  101 90  

(4）工具、器具及び備品 　 403   398   

減価償却累計額 　 372 30  372 26  

(5）土地 　  1,058   1,043  

有形固定資産合計 　  1,551 16.6  1,695 17.2

２．無形固定資産 　       

(1）電話加入権 　  5   5  

(2）ソフトウェア 　  30   22  

(3）その他 　  －   0  

無形固定資産合計 　  35 0.4  27 0.3

３．投資その他の資産 　       

(1）投資有価証券 　  173   161  

(2）関係会社株式 　  461   461  

(3）関係会社出資金 　  2   2  

(4）破産更生債権等 　  0   －  

(5）繰延税金資産 　  161   182  

(6）その他 　  71   68  

貸倒引当金 　  △16   △13  

投資その他の資産合計 　  854 9.1  863 8.7

固定資産合計 　  2,441 26.1  2,586 26.2

資産合計 　  9,343 100.0  9,856 100.0
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．支払手形 　  1,079   1,317  

２．買掛金 ※１  548   784  

３．未払金 　  11   4  

４．未払費用 ※１  2,368   2,303  

５．未払法人税等 　  223   195  

６．未払消費税等 　  7   64  

７．前受金 　  250   6  

８．完成工事補償引当金 　  －   29  

９．工事損失引当金 　  －   0  

10．預り金 　  17   11  

流動負債合計 　  4,507 48.2  4,718 47.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．退職給付引当金 　  362   385  

２．役員退職慰労引当金 　  53   66  

固定負債合計 　  415 4.5  451 4.6

負債合計 　  4,922 52.7  5,169 52.5
　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金 　  1,242 13.3  1,242 12.6

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 878   878   

資本剰余金合計 　  878 9.4  878 8.9

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 84   84   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 900   900   

繰越利益剰余金 　 1,307   1,581   

利益剰余金合計 　  2,291 24.5  2,565 26.0

４．自己株式 　  △0 △0.0  △0 △0.0

株主資本合計 　  4,410 47.2  4,684 47.5

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１．その他有価証券評価差額金 　  10 0.1  2 0.0

評価・換算差額等合計 　  10 0.1  2 0.0

純資産合計 　  4,420 47.3  4,686 47.5

負債純資産合計 　  9,343 100.0  9,856 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  10,640 100.0  13,287 100.0

Ⅱ　売上原価 ※１  9,425 88.6  12,085 90.9

売上総利益 　  1,215 11.4  1,201 9.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．給与手当 　 244   196   

２．賞与 　 77   52   

３．法定福利費 　 41   30   

４．退職給付引当金繰入額 　 16   14   

５．役員退職慰労引当金繰入額 　 17   18   

６．貸倒引当金繰入額 　 2   －   

７．減価償却費 　 21   41   

８．研究開発費 ※２ 74   92   

９．その他 　 218 713 6.7 163 609 4.6

営業利益 　  502 4.7  592 4.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 0   0   

２．有価証券利息 　 4   1   

３．受取配当金 ※１ 38   39   

４．固定資産売却益 　 －   13   

５．その他 　 1 44 0.4 1 56 0.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 0   1   

２．社債利息 　 1   －   

３．固定資産除却損 ※３ 2   0   

４．租税公課 　 －   1   

５．寄付金 　 0   －   

６．その他 　 0 5 0.0 0 2 0.0

経常利益 　  541 5.1  646 4.9

税引前当期純利益 　  541 5.1  646 4.9

法人税、住民税及び事業税 　 239   314   

法人税等調整額 　 16 255 2.4 △41 273 2.1

当期純利益 　  285 2.7  373 2.8
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売上原価明細書

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 1,340 13.4 1,839 15.4

Ⅱ　外注費 　 6,002 60.2 6,938 58.2

Ⅲ　労務費 　 2,271 22.8 2,897 24.3

Ⅳ　経費 ※２ 354 3.6 253 2.1

当期総製造費用 　 9,969 100.0 11,928 100.0

期首仕掛品たな卸高 　 344  814  

合計 　 10,314  12,743  

期末仕掛品たな卸高 　 814  565  

他勘定振替高 ※３ 74  92  

売上原価 　 9,425  12,085  

（脚注）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　１．原価計算の方法

個別原価計算を採用しております。

　１．原価計算の方法

同左

※２．経費の主な内訳 ※２．経費の主な内訳

　 （百万円）

賃借料 31

旅費交通費 100

設計費 47

　 （百万円）

賃借料 35

旅費交通費 125

設計費 14

※３．他勘定振替高の内訳 ※３．他勘定振替高の内訳

　 （百万円）

研究開発費 74

計 74

　 （百万円）

研究開発費 92

計 92
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本
評価・換
算差額等

純資産合
計

資本金

資本剰余
金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高
（百万円）

1,242 878 84 900 1,098 2,082 △0 4,202 5 4,207

事業年度中の変動額           

剰余金の配当（注）     △65 △65  △65  △65

役員賞与（注）     △10 △10  △10  △10

当期純利益     285 285  285  285

自己株式の取得       △0 △0  △0

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

        4 4

事業年度中の変動額合
計（百万円）

－ － － － 208 208 △0 208 4 213

平成19年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 84 900 1,307 2,291 △0 4,410 10 4,420

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　

株主資本
評価・換
算差額等

純資産合
計

資本金

資本剰余
金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金資本準備

金
利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計別途積立

金
繰越利益
剰余金

平成19年3月31日残高
（百万円）

1,242 878 84 900 1,307 2,291 △0 4,410 10 4,420

事業年度中の変動額           

剰余金の配当     △98 △98  △98  △98

当期純利益     373 373  373  373

自己株式の取得       △0 △0  △0

株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額(純額)

        △8 △8

事業年度中の変動額合
計（百万円）

－ － － － 274 274 △0 274 △8 266

平成20年３月31日残高
（百万円）

1,242 878 84 900 1,581 2,565 △0 4,684 2 4,686
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

　

　

　

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

仕掛品……個別法による原価法

貯蔵品……最終仕入原価法

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

　

(1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　２～15年

工具、器具及び備品　　　２～20年

 ──────

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

　

 

 

 

  

（会計方針の変更）

法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30日

　法律第６号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成19年３月

30日　政令第83号））に伴い、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

なお、この変更に伴う当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。

 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

なお、この変更に伴う当事業年度の損

益に与える影響は軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

(2）無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自

社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準

　

(1）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金

同左

　

　

(2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12年）によ

る定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

(2）退職給付引当金

同左

　

　

(3）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。

(3）役員退職慰労引当金

同左

　 (4)　　　　　　────── (4)完成工事補償引当金

工事施工引渡後に発生する補償工事

に備えるため、補償工事費の発生見込

額を実績率により計上しております。

また、個別の補償工事については補償

工事費の発生見込額を計上しており

ます。

 （追加情報）

補償工事費の発生見込額の金額的重

要性が増したことから、当事業年度末

において、補償工事費の発生見込額を

完成工事補償引当金として計上して

おります。これにより、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は、それぞ

れ29百万円減少しております。
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 (5)　　　　　　────── (5)工事損失引当金

 受注工事の損失に備えるため、当事

業年度末における手持受注工事のう

ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができ

る工事について、その損失見込額を計

上しております。

 （追加情報）

当事業年度末において、損失の発生が

見込まれる工事が新たに発生したた

め、合理的に見積もることができる損

失見込額を計上しております。

なお、これによる当事業年度の損益に

与える影響は軽微であります。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は4,420百万

円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

 ──────

（役員賞与に関する会計基準）

当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は15百万円減少しております。

 ──────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ────── （損益計算書）

前期まで区分掲記しておりました「寄付金」（当事業

年度０百万円）は、当期において金額的重要性が乏しく

なったため、営業外費用の「その他」に含めて表示する

ことに変更しております。

（損益計算書）

前期まで「営業外収益」の「その他」に含めて表示し

ておりました「有価証券利息」（当事業年度４百万

円）は、当期において金額的重要性が増したため区分掲

記しました。

なお、前期における「有価証券利息」の金額は、１百万

円であります。

前期まで「営業外費用」の「その他」に含めて表示し

ておりました「寄付金」（当事業年度０百万円）は、当

期において金額的重要性が増したため区分掲記しまし

た。

なお、前期における「寄付金」の金額は、０百万円であ

ります。

前期まで区分掲記しておりました「賃借料」（当事業

年度16百万円）及び「旅費交通費」（当事業年度28百

万円）は、当期において金額的重要性が乏しくなったた

め、販売費及び一般管理費の「その他」に含めて表示す

ることに変更しております。

 ──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 45百万円

売掛金 294百万円

未収入金 103百万円

買掛金 191百万円

未払費用 1,185百万円

受取手形 25百万円

売掛金 662百万円

未収入金 74百万円

買掛金 513百万円

未払費用 1,047百万円

※２．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当事業年

度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末

日満期手形が期末残高に含まれております。

※２． 　　　　　　──────

受取手形 25百万円 　

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．関係会社に対する事項 ※１．関係会社に対する事項

材料等の仕入高 3,343百万円

受取配当金 37百万円

材料等の仕入高 3,885百万円

受取配当金 38百万円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 74百万円 ※２．一般管理費に含まれる研究開発費 92百万円

※３．固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

※３．　　　　　　──────

機械及び装置 0百万円

工具、器具及び備品 2百万円

計 2百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 0 0 － 1

合計 0 0 － 1

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式（注） 1 0 － 1

合計 1 0 － 1

（注）自己株式の普通株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 20 10 10

工具、器具及び
備品

133 57 75

合計 153 68 85

　
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 17 11 5

工具、器具及び
備品

226 112 113

合計 243 124 119

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

（注）

同左

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 48百万円

１年超 133百万円

合計 181百万円

１年内 58百万円

１年超 141百万円

合計 200百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

（注）

同左

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 45百万円

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（貸主側）

１．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 １．リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

　
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

機械装置及び
運搬具

86 37 49

　
取得価額
（百万円）

減価償却累
計額
（百万円）

期末残高
（百万円）

機械装置及び
運搬具

86 44 42

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 27百万円

１年超 152百万円

合計 180百万円

１年内 26百万円

１年超 120百万円

合計 146百万円

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は114百万円（うち１年

内は16百万円）であります。なお、借主側の未経過

リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主側２.

未経過リース料期末残高相当額に含まれておりま

す。

このうち、転貸リース取引に係る貸主側の未経過

リース料の期末残高相当額は97百万円（うち１年

内は16百万円）であります。なお、借主側の未経過

リース料の残高は概ね同額であり、上記の借主側２.

未経過リース料期末残高相当額に含まれておりま

す。

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高及び見積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利

子込み法により算定しております。

（注）

同左

３．受取リース料及び減価償却費 ３．受取リース料及び減価償却費

受取リース料 10百万円

減価償却費 8百万円

受取リース料 9百万円

減価償却費 6百万円

（有価証券関係）

　前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） （単位：百万円）

未払費用 108

未払事業税 17

計 126

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 21

退職給付引当金 147

貸倒引当金 6

その他 15

小計 190

評価性引当額 △21

計 169

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △7

計 △7

繰延税金資産の純額 287

繰延税金資産（流動） （単位：百万円）

未払費用 123

未払事業税 16

完成工事補償引当金 12

その他 0

計 152

繰延税金資産（固定）  

役員退職慰労引当金 26

退職給付引当金 156

貸倒引当金 5

その他 25

小計 214

評価性引当額 △30

計 184

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △1

計 △1

繰延税金資産の純額 334

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　 （単位：％)

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
2.0

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△2.8

住民税均等割等 2.3

評価性引当額 4.0

その他 1.2

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
47.3

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 669円98銭

１株当たり当期純利益 43円26銭

１株当たり純資産額 710円32銭

１株当たり当期純利益 56円55銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度末

（平成19年３月31日）
当事業年度末

（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,420 4,686

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 4,420 4,686

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
6,598 6,598

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 285 373

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 285 373

期中平均株式数（千株） 6,598 6,598

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他有

価証券

㈱オーナミ 5,250 1

ＳＥＣカーボン㈱ 12,777 8

㈱名村造船所 1,000 0

大王製紙㈱ 2,000 1

㈱みずほフィナンシャルグループ 50 50

計 21,077 61

【債券】

銘柄
券面総額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価

証券

その他有

価証券
他社株転換条項付社債 100 100

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 856 167 20 1,003 485 30 517

構築物 30 16 2 45 26 2 18

機械及び装置 163 31 2 191 101 13 90

工具、器具及び備品 403 6 11 398 372 10 26

土地 1,058 － 14 1,043 － － 1,043

有形固定資産計 2,511 221 51 2,681 986 56 1,695

無形固定資産        

電話加入権 5 0 － 5 － － 5

ソフトウェア 46 1 0 47 25 9 22

その他 － 0 － 0 0 0 0

無形固定資産計 52 1 0 53 25 9 27

長期前払費用 2 0 0 2 0 0 1

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）有形固定資産の建物の当期増加167百万円は九州事業部大津事業所の事務所・工場建設等によるものであります。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 20 2 2 4 16

役員退職慰労引当金 53 18 5 － 66

完成工事補償引当金 － 29 － － 29

工事損失引当金 － 0 － － 0

（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」４百万円は一般債権の貸倒実績率による洗替によるもの等であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

当座預金 51

普通預金 1,193

別段預金 0

小計 1,245

合計 1,246

②　受取手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日立造船メカニカル㈱ 118

マツモト産業㈱ 46

㈱アイメックス 41

ＹＫＴ㈱ 31

㈱エムテック 30

その他 305

合計 573

（ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 146

〃　５月 〃 82

〃　６月 〃 205

〃　７月 〃 108

〃　８月 〃 25

〃　９月以降満期 4

合計 573

③　売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日立造船㈱ 659

ユニバーサル造船㈱ 474

若築建設㈱ 415

㈱環境総合テクノス 340

本田技研工業㈱ 306

その他 2,447
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相手先 金額（百万円）

合計 4,643

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

4,320 13,951 13,627 4,643 74.6 117.6

（注）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。

④　仕掛品

品名 金額（百万円）

検査・計測・診断 96

エンジニアリング 364

メンテナンス 104

合計 565

⑤　支払手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ニューテック 79

㈱エムテック 55

栗原工業㈱ 43

近江産業㈱ 40

古野電気㈱ 37

その他 1,059

合計 1,317

（ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年４月満期 254

〃　５月 〃 379

〃　６月 〃 219

〃　７月 〃 396

〃　８月 〃 68

〃　９月以降満期 －

合計 1,317

⑥　買掛金

EDINET提出書類

株式会社ニチゾウテック(E04968)

有価証券報告書

70/78



相手先 金額（百万円）

日立造船㈱ 491

古野電気㈱ 55

日本ＧＰＳソリューションズ㈱ 49

㈱カイジョーソニック 36

㈱ニツテク大阪 21

その他 131

合計 784

⑦　未払費用

区分 金額（百万円）

未払外注費 1,778

未払賞与 268

未払工事費 107

その他 148

合計 2,303

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券　10,000株券　100,000株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う手数料
１．喪失登録申請　　１件につき１０，０００円

２．喪失登録株券　　１枚につき　　　５００円

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告による。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告

による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

［公告掲載ＵＲＬ］http://www.nichizotech.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社の株主（実質株主を含む）は、その有する単元未満株式について次に掲げる権利以外の権利を行使することが

できません。

(1）会社法第189条第２項に掲げる権利

(2）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3）株主の有する株式数に応じて募集株式及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第33期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月29日近畿財務局長に提出

(2）半期報告書

　（第34期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月20日近畿財務局長に提出

(3）有価証券報告書の訂正報告書

　平成19年８月９日近畿財務局長に提出

　事業年度（第33期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ　り

ます。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

株式会社ニチゾウテック   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　寺　　　庸　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニ

チゾウテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ニチゾウテック及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

株式会社ニチゾウテック   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 池　田　芳　則　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　幡　琢　哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニチゾウテックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ニチゾウテック及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成19年６月28日

株式会社ニチゾウテック   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　寺　　　庸　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ニ

チゾウテックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第33期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニチ

ゾウテックの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月27日

株式会社ニチゾウテック   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 池　田　芳　則　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小　幡　琢　哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニチゾウテックの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ニチ

ゾウテックの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。
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